
第1回（3月29日）今後の介護人材養成の在り方に関する検討会  

福祉・介護人材確保対策関係予算について   
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福祉・介護人材確保対策等の全体像  

既存▲新 括置年度T 
草葉を清掃 担当鳥憩室係名 

頁  
事業名   事業内容 事業の実施主体、   

予算琴（案）   
サる埼脊中∵  
相談窓口 蘇±03丁5253－111十卜  

介護報酬のプラス3％  
老健局  

改定による介護従事者  既存  
老人保健課  

の処遇改善   材への報酬上の評価を導入。  
企画法令係  
（内線：3949）  

平成21年度補正予  
老健局  

介護職員等の処遇改  介護職員の処遇改善に取り組む事業   
都道府県   新規  算  都道府県  

介護保険課   
者への助成を実施。  企画法令係  

Pll   
日 Fコl  4，000億円  

（内線：2164）   

現に介護職員等として働く者を外部  
平成21年度補正予  老健局  

現任介護職員等の研    研修等に派遣する場合に必要な代替  
算  

都道府県  
振興課  

修支援  
職員を雇用する場合等の経費を助成。   

新規  
緊急雇用創出事業  基準係  
3，000億円の内数  （内線：3983）   

平成21年度補正予  

算  
老健局  
振興課  新規介護職員等の養 成  雇用保険の受給資格のない離職者 等に対して、社会福祉施設等に委託 し 新規  緊急人材育成・就  
人材研修係  

P12  

、現場で職業訓練を実施。   職支援事業3．466  
億円の内数   

（内線：3936）   

地域包括支援センター等に、相談支  平成21年度補正予  老健局  
援専門職のバックアップを行う職員や  

地域相談体制の強化    認知症の連携担当者等を雇用する  都道府県   
算  

市町村  
振興課  

新規  
緊急雇用創出事業  人材研修係  

場合の経費を助成。  3，000億円の内数  （内線：3936）   

職業安定局  

雇用管理の改善のため の相談援助事業  雇用管理の改善に関する専門的な 相談援助、雇用管理者講習等を実  財団法人介護労働  

働安定センター   
既存   

平成22年度予算  

13．8億円  
安定センター各支部  P15   

施。   （所）  介護労働対策係  
（内線：5785）  
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既存・新  措置年度・  
事業を活用  担当局課室係名  

頁  
事業名   事業内容   事業の実施主体  

規の別  予算額（案）  
する場合の  （厚生労働省代表電 ：03 

相談窓口  話－5253－1111）  

職業安定局  
雇用管理改善を担う特定労働者又  雇用政策課  

介護人材確保定着等 助成金   は介護関係業務の未経験者を雇い  新規   
平成22年度予算  

110．2億円   
都道府県労働局  介護労働対策室  

入れた場合に一定額を助成。   介護労働対策係  
（内線：5785）   

P14   
職業安定局  

介護労働者設備等整 モル  介護福祉機器（移動リフト等）を導入し たに 
雇用政策課  

備デ奨励金  場合一定額を助成。   
新規   

平成22年度予算  

18．8億円   
都道府県労働局  介護労働対策室  

介護労働対策係  
（内線：5785）   

小規模事業所が連携して、合同採用  
平成20年度補正予  社会・援護局  

複数事業所連携事業   や合同研修等の取組を行った場合に  
都道府県（委託   算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   

※1  可）  
新規  

205億円（※1～※4  指導養成係  
P30  

一定額を助成。  
の合計）の内数   （内線：2848）   

w定の要件を満たす優良な実習施  

設が中心となって、地域の実習施設  
平成22年度予算  社会・援護局  

実習受入施設ステップ  都道府県（委託   
と連携を図りつつ、講習介や実践事  

セーフティネット支援  都道府県福祉人材   福祉基盤課   
アップ事業  

新規  
対策等事業費補助  指導養成係  

P33  

例報告会等の取組を行った場合に－  

定額を助成。  
金240億円の内数   （内線：2848）   

事業の  既存・新  措置年度・  
事業を活用  担当局課室係名  

頁  
事業名   事業内賓  

実施主体  規の別  予算額（案）  
する場合の  （厚生労働省代表電 ：03 

相談窓口  話－5253－111り  

平成22年度予算  社会・援護局  
福祉・介護人材定着支  就職して間もない従事者に対する巡  都道府県（委託   セーフティネット支援  都道府県福祉人材   福祉基盤課   

援事業   回相談等の実施。   可）  
新規  

対策等事業費補助  指導養成係  
P32  

金240億円の内数   （内線：2848）   

養成校の教員等が事業所を巡回・訪  平成21年度補正予  社会■援護局  
キャリア形成訪問指導   問して職員のキャリアアップや施設の  都道府県   算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
事業※5   向上等のための研修を行った場合の  

新規  
98億円（※5・※6の  指導養成係  

P35  

経費を助成。  合計）の内数   （内線：2848）  



事業の  既存一新 帯置年度・ 
き業を清鱒 偲当滞課室係冬 

真  
事業名   事業困容   

実施主体   規め即 予算額（案） 
する場今村 （厚華労働省代表各 3†1 

相談寒鞋豪   牒鱒㌍攣斗＝±1ト  

全国の主要なハローワークに「福祉人  
材コーナー」を設置し、福祉分野にお  

平成22年度予算  

けるマッチング機能の強イヒを図る。   
13．9億円   職業安定局  

福祉人材確保重点プロ  総務課首席職業指導  P17  

新規  
ノ＼丑職業安定所  

官室  厚生労働省  ジ工クト   平成21年度補正予  （ハローワーク）  

者等への介護分野の職業情報の提  
職業紹介第2係  P18   

供等の体制整備及び「福祉人材  
算  （内線：5779）  

コーナー」の増員を予定。  
9億円   

都道府県福祉人材センターにキャリ  
ア支援専門員を設置し、個々の求職  

平成21年度補正予  社会・援護局  

福祉・介護人材マッチ    者に相応しい職場を開拓するとともに、  算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
新規  98億円（※5■※6の  指導養成係  

P35   
ング支援事業※6  

働きやすい職場づくりに向けた指導・  
合計）の内数   （内線：2848）   

助言を実施。   

福祉・介護人材養成の  
職業能力開発局  

ための離職者訓練の実  
平成22年度予算  公共職業安定所  能力開発課  

新規  91．6億円  （ハローワーク）  企画調整係  
P20   

施   の実施。   
（内線：5924）  

雇用保険の受給資格のない者等に  
対する新たなセーフティネットとして、  
今後3年間基金を造成し、職業訓練、  

職業能力開発局  

緊急人材育成就職支     再就職、生活への支援を総合的に実  中央職業能力開   新規   平成21年度補正予 算  公共職業安定所  

能力開発課  P21   

援基金事業   施（新規成長や雇用吸収の見込める  （ハローワーク）   
緊急人材育成・就職  

分野（医療、福祉・介護等）における  
3，466億円の内数  支援基金係  P23   

基本能力習得のための長期訓練の  
（内線：5929）  

実施）。   

社会・援護局  

介護福祉士等修学資  介護福祉士養成施設等へ就学を希  都道府県社会福   新規   平成20年度補正予 算  

P26   

金貸付事業   望する者に対する修学資金の貸付け。  祉協議会等  320億円   
協議会等   資格試験係  

（内線：2849）   
P27   

学生や教員に対し、福祉・介護の仕  
平成20年度補正予  社会・援護局  

進路選択等学生支援   事の魅力を伝えるための相談・助言  算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
新規  

205億円（※1～※4  指導養成係  
P28   

事業※2  
を実施。   へ委託可）  

の合計）の内数   （内線：2848）   
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事業の  既存・新  措置年度・  
事業を活用  担当局課室係名  

頁  
事業名   事業内容 

実施主体  規の別  予算額（案）  
する場合の  （厚生労働省代表電 ：03 

相談窓口  話－5253－1111）  

都道府県（介護福  
平成20年度補正予  社会・援護局  

潜在的有資格者等養  潜在的有資格者等の再就労を促進   祉士養成施設等  算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
成支援事業※3   するための研修を実施。  

新規  
205億円（※1～※4  指導養成係  

P29  

へ委託可）  
の合計）の内数   （内線：2848）   

都道府県（都道府  
平成20年度補正予  社会・援護局  

職場体験事業※4   福祉・介護の職場体験の機会の提供。   県福祉人材セン  
算  都道府県福祉人材  

新規  
205億円（※1～※4  指導養成係  

P31   

ターヘ委託可）  
の合計）の内数  （内線：2848）  

福祉人材確保重点事  
平成22年度予算  社会・援護局  

業（都道府県福祉人材  
セーフティネット支援  

センター・バンク）   援。   
既存  

対策等事業費補助  指導養成係  
金240億円の内数   （内線：2848）  

働きながら介護関連資格（介護福祉  
平成21年度補正予  社会・援護局  

「働きながら資格をと  
′   

算   福祉基盤課マンパワ   
P37   

都道府県   新規  
緊急雇用創出事業  

都道府県  
る」介護雇用プログラム  、 ー企画係  

3，000億円の内数  （内線：2849）   
P39   
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主な福祉・介護人材確保対策①   

福祉・介護人材の安定的な確保のためには、①処遇改善等による定着の促進を進めるとと  
もに、②多様な人材の参入の促進を図ることが必要。   

→ 平成20年度補正、平成21年度当初、平成21年度補正予算により、多年度にわたる総合的な対策を実施。  

多様な人材の参入促進  

（か 介護福祉士等の養成校の入学者に対する修学資金の貸付け   

（320億円） 

② 学生や教員に対して福祉・介護の仕事の魅力を伝えるための相談   
助言  

③ 潜在的有資格者の再就業を支援するための研修の実施  

④ 福祉・介護の職場を体験する機会の提供  

（②～④：205億円の内数）  

① 介護報酬のプラス3％改定による職員の処遇改善と介護保険料  

の上昇の抑制（1，154億円）  

② 介護関係業務の未経験者を雇い入れた事業主への賃金助成   

（99億円）  

③ 移動リフト等の介護福祉機器導入費用の助成（19億円）  

① 雇用管理改善に関連する業務を担う人材を雇い入れた事業主へ   

の賃金助成（18億円）  

② 処遇改善等のための人事制度を導入・運用し、かつ、雇用管理   

改善のための取組を行う事業主に対する助成（2億円）  

③ 介護事業主団体等に対する人材確保や雇用管理改善のため   

の事業等の委託（7億円）  

④新たに福祉・介護分野に従事する者に対する巡回相談の実施   

（セーフティネット支援対策等事業費補助金210億円の内数）  

① 全国の主要なハローワークに「福祉人材コーナー」を設置し、福祉  

分野（介護・医療・保育）の人材確保に向けたマッチング機能を強化  

（7億円）  

② 介護福祉士及びホームヘルパー1級の養成に係る離職者訓練を  

新たに実施（51億円）  

③ 都道府県福祉人材センターによる福祉・介護人材確保のための取  

【
2
1
年
度
補
正
】
 
 

【
2
1
年
度
当
初
】
 
 

組の支援（セーフティネット支援対策等事業費補助金210億円の内数）   

（4，000億円）  

剰王介護職員 を研 
用に係る経費の助 

別の教員等か て キ 」‾石「ロ   

ブ笥のための研修の実施 



主な福祉・介護人材確保対策②   



2．介護保険サービスに従事する  
職員の処遇改善等   



介護分野における経済危機対賃（平成21年虔第1次補正予算）   

来るべき起高齢社会を迎える中で、国民が安心して老後を迎えることができるようにするとともに、現下の厳しい  

雇用情勢の中で、介護分野における雇用の創出・人材養成等につながるよう、総合的な対策を講じる。  

用創出量については、事業 量の見込み望合等によっては、 

【介護力の向上・雇用創出】  

・介護拠点等の緊急整備等を通じた老後の安心確保  
・今後3年間で介護職員等の介護人材約30万人の雇用創出を目指す  

介護職員等の処遇改善・養成  

平成23年度  

約195万人  
（推計値）  

（郭介護拠点等の緊急整備  

持養・老健・グループホーム・小規模多機能事   

業所など介護拠点の緊急整備を通じた雇用の創出  

②現任の介護職員等の研修支捷  

現任の介護職員等の研修支援を通じた代替雇用   

の創出  

③地域相談体制の強化  

地域包括支援センター等への事務職員・認知症   

の連携担当者等の配置  

⑨介護職員処遇改書交付金  

介護職員の処遇改善に   

取り組む事業者への資   

金の交付を通じた介護   

職員の更なる処遇改善  

3年間で  

＋約7万人  

②新規介護職員等の♯成  

離職者等に対して、社   

会福祉施設等に委託し   

た現場における職業訓   

練を実施  

3年間で  

＋約23万人  

第4期事業計画に基づ  
く介護基盤の整備  

平成20年度  

約165万人  
（推計値）  

平成21′）23年度  

（注1）「第4期事業計画に基づ＜介護基盤の整備」を通じた雇用創出量については、平成18年10月時点の職員数（介護サービス施設・事業所調査）をもとに、現在、各自治体において策定  
を進めている第4期介護保険事業計画に基づく介護給付費の暫定集計値（平成20年10月時点）を用いて、職員数の伸びが給付費の伸びと同率であると仮定して算出した推計値である。  

（注2）雇用創出量は、介護職員・介護支援専門員・調理員・事務職員等の合計であり、いずれもー定の仮定を置いて算出した推計値である。  10   



介護職責処遇改善交付金  

（1）目的   

21年度介護報酬改定（＋3％）によって介護職員の処遇改善を図ったところであるが、他の業種との賃金格差をさ   
らに縮め、介護が確固とした雇用の場としてさらに成長していけるよう、介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ   
資金の交付を行うことにより、介護職員の処遇改善を更に進めていくこととする。  

（2）補助の概要   

介護職員のさらなる処遇の向上のため、介護事業者からの申請に基づき、介護職員処遇改善交付金を介護報   
酬とは別に交付する。   

交付は、各サービス毎の介護職員人件費比率に応じた交付率による。（介護職員のないサービスは助成対象と   
しない）  

（3）交付方法  

①都道府県が基金を設置して実施する。  

②財源  ：国費10／10  

③交付対象：以下の要件を全て満たす事業者  

（ア）各事業所における介護職員一人当たりの本交付金の交付見込額を上回る賃金改善を行うことを含む処  

遇改善計画を職員に周知の上提出すること。  
（イ）22年度以降については、キャリアリくスに関する要件を加えることとし、この要件を満たさない事業所につ  

いては、交付率を減額する。  
④助成額：介護報酬総額×介護職員人件費比率を勘案してサービス毎に定める率  

※介護報酬総額には、利用者負担を含み、補足給付を含まない。  

（4）事業規模   合計約3，975億円 〈介護職員（常勤換算）1人当たり月額1．5万円の賃金引上げに相当する額〉   
※21年度は地方における準備等を勘案し、21年10月サービス分からの実施を予定し、2．5年分を予算計上  

11   



現任・新規介護職責等の研修支援・養成  

（1）目的   

介護職員等の確保と資質向上を図る観点から、介護分野の経験のない離職者等が介護分野で活躍できるよう訓   

練を実施するとともに、現に介護職員等として働く者の資質向上と代替雇用等を通じた更なる雇用創出を図る。  

（2）事業内容  

①現に介護職員等として働く者を外部研修等に派遣する場合に必要な代替職員を雇用する事業を実施する。  
（介護分野を緊急雇用創出事業の重点的な取組を行う分野として位置付け、積極的に実施）  

②雇用保険の受給資格のない離職者等に対して、社会福祉施設等の現場において職業訓練を実施する。  
（緊急人材育成・就職支援基金事業として実施）  

地域相談体制の強化  

（1）目的   

高齢者等が住み慣れた地域で生活できるよう、地域相談体制の強化を図る。  

（2）事業内容等   

地域包括支援センター等に、相談支援専門職のバックアップ（利用者に関する情報整理や、地域の医療機関・介   
護サービス事業所との連携・協働に必要となる事務など）を行う職員や認知症の連携担当者等を雇用する事業を   

実施する。（介護分野を緊急雇用創出事業の重点的な取組を行う分野として位置付け、積極的に実施）  
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